
１．はじめに

　新型コロナウイルス禍（以下、「コロナ禍」

と記す）が世界を席巻している。幾つかの国が

国内食料市場を優先する輸出規制に乗り出すな

ど、食料貿易や食料のサプライチェーンにも大

きな影響を及ぼすようになっている。2021年６

月現在、感染拡大の収束の見通しが立たない中、

食料の売り惜しみや買い占めなどの騒動が各地

で散見されたのは周知のとおりである。もちろ

ん、わが国の食料経済においてもコロナ禍によ

る影響は甚大である。例えば、最近の消費者行

動の一面だけを見ても、食料品の買い置きニー

ズはますます高いものになっている。このよう

な家庭内における食料備蓄は、食料安全保障へ

の意識の高まりを反映した草の根からの消費者

行動の表れともいえる。

　本稿では、わが国をめぐる農産物貿易なかん

ずく基礎的食料の貿易動向を検討することを第

１の課題とする。さらに、食料安全保障の問題

をめぐり、どのような議論が展開されているの

か要点を簡単に整理することを第２の課題とす

る。さらに、食料安全保障との関連で、わが国

の農業経営の今後を展望することを第３の課題

とする。

２．基礎的食料の貿易動向

　ここでは、わが国の食料安全保障とも深く関

係する基礎的食料の貿易動向について検討す 

る１）。基礎的食料とは、３大穀物（小麦、米、

とうもろこし）と大豆である。これらは人間の

エネルギー源とともに家畜飼料となり、現代の

食料事情を考えるうえできわめて基礎的な農産

物ゆえに基礎的食料と呼ばれる。直接的にも食

料として消費され、間接的にも家畜飼料から畜

産物への変換を通じて消費される重要な農産物

である基礎的食料の世界における輸出および輸

入の動向を以下で検討する。ペティ＝クラーク

の法則を念頭に置けば、途上国は第１次産業中

心の、先進国は第２・３次産業中心の経済構造

である。一方で、農業生産性の低い途上国、相

対的に高い先進国といった構図がある。現実の

基礎的食料の貿易はどうなっているのであろう

か。とりわけ基礎的食料の輸出を担う国や地域、

また薄い世界市場といった点に着目し、検討し

たい。

 （１）小麦の動向

　小麦の主産地はアジアとヨーロッパの２地域

であり、世界の生産量の72％を占めている（表

１）。とりわけ中国およびインドの生産量は多

く、消費量も多いことが明らかである。一方で、

純輸出量ではヨーロッパが最も多くなってお 

り２）、北米がこれに次ぐ。アジアはアフリカと

ともに純輸入量が多くなっている。小麦の生産

大国が必ずしも純輸出国ではないことが重要な

ポイントであり、後述のように、この点は他の

作目でも同様である。

 （２）とうもろこしの動向

　とうもろこしは基礎的食料の中で最も生産量
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の多い品目で、世界中で生産されており、その

生産量は11億860万t（2016～2018年平均）であ

る（表２）。食用のほかに家畜飼料用、油脂・

異性化糖など食品工業用、バイオエタノール用

原料として消費されている。ちなみに、わが国

は年間約1,600万t（2019年）のとうもろこしを輸

入する世界最大のとうもろこし輸入国である３）。

これはすべて家畜飼料用であり、食用のスイー

トコーンではない。輸入量の約７割がアメリカ

産、約３割がブラジル産である。

　とうもろこしは世界中で生産されているもの

の、明らかに北米とアジアにおける生産が抜き

んでており、とりわけアメリカと中国で世界全

体の57％を占める。アメリカは世界最大の純輸

出国であるが、中国は消費量が生産量を上回り、

純輸入国となっている。また、南米のブラジル

表１　小麦の需給と純輸出入量（2016～2018年平均）

資料：農林水産政策研究所『2029年における世界の食料需給見通し』2020年

表２　とうもろこしの需給と純輸出入量（2016～2018年平均）

資料：表１に同じ。
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とアルゼンチンの生産量は近年急速に増加して

おり、消費量は少ないため、両国合計でアメリ

カと匹敵する純輸出量となっていることも注目

すべきである。

 （３）米の動向

　表３は、世界における米の需給と純輸出入量

について示したものである。アジアの生産量と

消費量の多さが際立っており、各々、世界の

89％、84％を占めている。中国は最大の米の生

産国であるが、同時に消費量もきわめて多く、

小麦やとうもろこしと同様に、純輸入国となっ

ている。インド、タイ、ベトナムのアジアの国々

で純輸出量の上位を争っていることも重要な特

徴である。

 （４）大豆の動向

　表４は、大豆の需給と純輸出入量について示

したものである。大豆の生産はアメリカ大陸に

偏在しており、世界の88％を占める。アジアは、

中国の輸入超過により最大の純輸入地域となっ

ている。国別の大豆の純輸出量をみると、ブラ

ジルとアメリカで上位を争っている。中国は最

大の純輸入国であり、近年における同国の大豆

輸入量の増加が世界のそれの増加にほぼ等しい

状況となっている（図１）。

　図１をさらに詳しく検討しよう。2019年の世

界における大豆輸入量は１億5,200万トンであ

り、そのうち、中国は60％を占めている。中国

の輸入量は、アメリカとの政治問題を背景にや

や鈍化が見られるものの今世紀に入ってから急

増し、世界最大の大豆輸入国となっている。大

豆輸入の急増には、同国が2001年の WTO 加盟

以降、大豆自給を放棄し、小麦やとうもろこし

の生産を優先させてきた背景がある。

　以上のように、基礎的食料の貿易は、基本的

には、先進国が輸出しアフリカなど途上国が輸

入するという構図である。日本を例外として先

進国は工業国かつ農産物輸出国となっている点

が重要なポイントである。

 （５）薄い市場と価格変動リスク

　表５は、2015年の主要農産物の貿易率（生産

量に対する輸出量の割合）を示したものである。

工業製品などと比較して貿易率が低い農産物の

世界市場は、一般に薄い市場（thin market）

表３　米の需給と純輸出入量（2016～2018年平均）

資料：表１に同じ。
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と呼ばれる。穀物の貿易率は低く、とりわけ米

のそれは8.4％に過ぎない。中国や日本などア

ジアの米食の人口大国では、米の自給率は

100％に近いか、超えている。表には示してい

ないが、自動車の貿易率は約50％である。生産

される主要農産物は国内消費が優先され、余っ

たものが輸出されるという意味合いが強い。食

料安全保障とも深く関わり、特に基礎的食料で

ある穀物の世界市場は薄い市場となっている。

コロナ禍において、米の主要生産国であるイン

ドやベトナム、また小麦の主要生産国であるウ

クライナやロシアなどが輸出規制に乗り出した

ことは記憶に新しい。前述のように、穀物が人

間の生命と健康に関わる絶対的な必需品の性格

を有する基礎的な農産物であるゆえ、食料安全

保障の文脈で考える必要があることは言うまで

表４　大豆の需給と純輸出入量（2016～2018年平均）

資料：表１に同じ。

0

20

40

60

80

100

120

140

160

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

100 t

図１　世界および中国における大豆輸入量の推移

資料：FAOSTAT
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もない。さらに注目すべき点は、先に確認した

基礎的食料の純輸入地域であるアフリカなど途

上国がこの薄い世界市場から穀物を輸入してい

ることである。

　このような薄い市場では、商品の取扱量が少

ないため、市況を必ずしも正確に反映しない価

格が形成されることがしばしば観察される４）。

薄い市場では、異常気象等による生産量の減少

や昨今ではコロナ禍による各国規制がストレー

トに輸出量の低下を惹起し、ひいては価格変動

のリスクを招くことになる。世界の食料需給に

は、このような不安定要素が存在していること

をしっかり考慮することが食料安全保障の基本

となる。

 （６）わが国の農林水産物の輸入先～多元化の

重要性～

　表６は、わが国における農林水産物の主要輸

入相手国・地域を示したものである。わが国の

農林水産物の輸入額は７兆591億円（1999年）か

ら９兆5,198億円（2019年）へと20年間で34.9％

増加している。輸入先上位３位の国・地域は不

表５　主要農産物の貿易率（2015年）

資料：農林水産省『海外食料需給レポート 2016』2017年

表６　わが国における農林水産物の主要輸入相手国・地域

資料：農林水産省『農林水産物輸出入概況』2003年，2019年

コロナ禍と食料安全保障問題再考

― 33 ―



変であるが、近年、タイがシェアを伸ばし、全

体の５位（2019年）となっている。アメリカは、

わが国にとって、農林水産物の最大の輸入先国

であるが、そのシェアは27.3％から17.3％へと

大きく低下している。上位５位のシェアも60.8％

から56.4％へと若干ながら低下しており、その

意味で輸入先の多元化はわずかながらも進んで

いるといえる。

　次に、わが国における基礎的食料の国・地域

別輸入額割合の変化を見てみよう（表７）。基

礎的食料において、アメリカは最大の輸入先国

であり、とうもろこしと大豆の７割を同国から

輸入している。また、わが国は上位３ヵ国から

ほとんどの基礎的食料を輸入していることがわ

かり、集中度は100％に近い。アメリカはわが

国にとって最大の輸入先国であるが、いずれの

品目においてもシェアは低下してきている。と

りわけ、とうもろこしにおいては近年ブラジル

がシェアを急激に伸ばしてきている。とうもろ

こしと大豆においては南米のシェアが高まって

おり、アメリカ一国集中からの輸入先の分散化

が進んでいることがわかる。このような北半球

と南半球の輸入先の多元化は、「気候変動下の

食料安全保障」という視点からも重要であり（農

政ジャーナリストの会〔４〕）、食料の多くを輸

入に依存するわが国にとって、これをより促進

させることはきわめて重要な課題となってい

る。

３．食料安全保障問題の再考～日本の食料

安全保障と世界の食料安全保障～

　ここでは、前節で検討した世界の基礎的食料

の貿易動向を踏まえたうえで、食料自給率を中

心に食料安全保障の問題を考える際のポイント

を簡単に整理しておこう。

 （１）食料自給率と食料国産率５）

　わが国の食料自給率（供給熱量ベース）は

38％（2019年度）であり、この計算には、輸入

飼料の影響が考慮されている。つまり、飼料自

給率を反映したものであり、畜産物の国内生産

のうち輸入飼料による生産分は除かれる。例え

ば、鶏卵はほとんど全て国内で生産されるが、

輸入飼料を考慮するため、その自給率（供給熱

量ベース）は12％（2019年度）となる。このよ

うな食料自給率に対して、わが国の畜産が高品

質の畜産物を生産している実態に着目し、飼料

が国産か輸入かを問わず、畜産業の活動を反映

し国内生産の状況を評価する指標として食料国

産率が公表されている。2020年３月に閣議決定

された食料・農業・農村計画で位置づけられた

ものである。この食料国産率は飼料自給率を反

映せず算出される。食料自給率が飼料自給率を

反映し、わが国の食料安全保障の状況を評価す

るのに対して、飼料自給率を反映しない食料国

産率では、需要に応じて増頭・増産を図る畜産

農家の努力が反映される。例えば、鶏卵の国産

率は96％（2019年度）となる。

　ただ、畜産物を購買する日常の消費者の実感

表７　わが国における基礎的食料の国・地域別輸入額割合の変化

資料：農林水産省『農林水産物輸出入概況』2003年，2019年
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に合致するのは確かに食料国産率の方かもしれ

ないが、飼料穀物のほとんどを輸入に依存する

わが国の食料安全保障にとって、食料自給率に

よる指標こそ重視すべきである。

 （２）食料自給率よりも食料自給力６）

　わが国の食料自給率の低下は、同時に食料の

海外依存度の上昇を示すものである。これは、

輸入品を含む食料の消費選択の拡大や多様性を

反映した食生活の豊かさの側面があり、食料自

給率の低下を食料安全保障の問題にそのまま結

びつけることは妥当ではない。そこで、近年、

食料自給力の考え方が示されるようになってい

る。食料自給力とは、いわば日本の農林水産業

の実力であり、どれくらいの食料を国内で供給

できるかという考え方である。不測の事態にお

ける食生活を想定し、花きなど非食用作物が栽

培される農地や荒廃農地で食用農産物を栽培す

るようなわが国の農林水産業が有する「潜在的

な食料生産能力」を表すものである。前節でみ

たように世界の食料需給において不安定要素が

存在する中、生存のための食料確保の観点から

は、食料自給率よりもむしろ食料自給力が重要

となる。

　農林水産省が試算した食料自給力指標（2018

年度）によると、現状では、１人１日当たり供

給熱量2,443kcal のうち国産熱量は912kcal で

あり、この結果、食料自給率（供給熱量ベース）

は37％となっている。いも類中心の作付けでは、

１人１日当たりの推定エネルギー必要量2,169 

kcal を超える2,546kcal を確保できるが、消費

者はいも類ばかりの食生活を強いられる。また、

現在の食生活に近いとされる米・小麦中心の作

付けでは、ご飯やパンは食べられるかもしれな

いが、1,727kcal しか生産できず推定エネルギー

必要量に満たないことになる。このように、わ

が国では農業の後退が進んだ結果、現在の食料

自給力は十分とは言えず、万が一食料輸入が停

止した場合を考えると、生存にとって、食料自

給力は危険水域のレベルにある７）。

　以上のように、食料安全保障の観点からは、

国内の農地等を最大限に活用することで、どの

程度の食料が得られるのかという食料自給力は

きわめて重要な指標であり、わが国の農業にお

いては、農地や労働力の確保、単収の向上、そ

してイノベーションに取り組むことが重要であ

る。

 （３）ポートフォリオとしての食料安全保障

　食料安全保障は、Food Security の日本語訳

とされる。基礎的食料を薄い世界市場に依存す

るアフリカなど途上国にとって、食料安全保障

は、文字通りの意味での日常における食料確保

の問題である。一方、先進国にとっての食料安

全保障は、大規模自然災害や昨今のコロナ禍等

パンデミックによる輸入停滞等の不測の事態

（一時的・短期的リスク）に備えた危機管理の

問題である。途上国にとっても、先進国にとっ

ても、安定した社会を維持するうえで、食料安

全保障はきわめて重要である。わが国において

は、前節でみたような世界の食料需給に内在す

る不安定要素や上記の不測の事態に備えて、平

時からの安定的な食料の確保すなわち総合的な

食料安全保障の確立に向けた取り組みが重要で

ある。その主な手段には、以下の３つが挙げら

れる。

①国内農業生産（食料自給力）の維持・増大

　食育や地産地消の推進、国産農産物の消費拡

大を通じて、国内農業生産の維持と生産性向上

を図ることである。具体的には、肉用牛・酪農

の生産基盤強化、水田フル活用、輸出促進によ

る新たな市場創出、担い手の育成・確保、農地

の集積・集約化といった施策の展開が図られて

いる。最も信頼できる食料安全保障の手段であ

るが、国土面積のせまいわが国ではコストがか

かるという問題がある。

②備蓄の推進

　米、小麦および飼料穀物の適正な備蓄水準を
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確保することである。食料不足のリスクへの対

応として最も現実的な食料安全保障の手段であ

り、短期的対応としては最も有効である。ただ

し、危機的状況が長期化する場合は対応できな

い。

③輸入の安定化

　輸出国との長期契約の締結や輸入相手国の多

様化を図ることである。ある特定国・地域への

過度な食料依存はリスク要因となる。表７でみ

たように、わが国の基礎的食料の輸入先は多様

化しつつも上位３ヵ国の集中度はいずれも

100％に近い。輸入の安定化は最もコストのか

からない手段であるが、一方で、国際価格変動

や一時的な輸入停滞に伴うリスクの高い方策で

あることも確かである。輸出国の輸出規制など

貿易政策の変更に対して脆弱である。米以外の

自給率の低い基礎的食料について、いかに国際

的な安定供給の条件をつくるかはきわめて重要

な問題である。

　これら３つの手段には無論メリット・デメ

リットがある。上記のコストやリスクを考慮し

つつ最適な組み合わせを求めることが安定的な

食料の確保にとって重要であり、この点で食料

安全保障はポートフォリオとして解かれるべき

経済問題となっている８）。

 （４）世界の食料安全保障と SDGs

　1996年に FAO（国連食糧農業機関）本部で

世界食糧サミットが開催され、世界の食料安全

保障の達成について首脳レベルで討議され、

「ローマ宣言」および「行動計画」が採択され

た９）。現在、国際的に食料安全保障の定義とし

て参照されるのは、「行動計画」の冒頭の定義

である。すなわち、食料安全保障は「全ての人

が、いかなる時にも、活動的で健康的な生活に

必要な食生活上のニーズと嗜好を満たすため

に、十分で安全かつ栄養ある食料を、物理的、

社会的及び経済的にも入手可能であるときに達

成される状況（外務省訳）」と定義されている 

（外務省〔９〕）。ここでの食料安全保障のポイ

ントは、①量的充足（Availability）、②物理的・

経済的入手可能性（Access）、③適切な利用

（Utilization）、④安定性（Stability）の４要素

である（表８）。

　いついかなる時も全世帯や個人が十分な食料

にアクセスできるという「量的充足」や「物理

的・経済的入手可能性」、「安定性」はもちろん、

近年では、過体重や肥満の問題を反映し、肥満・

栄養問題といった質を考慮した「適切な利用」

に重点を置く地域や国も増えてきている（齋藤

〔11〕）。栄養的に満足な状態を達成するために、

食料の確保だけでなく、食料以外の衛生面や健

康管理、飲用水なども世界の食料安全保障に

とっては重要である。

　SDGs の「目標２」は「飢餓を終わらせ、食

料安全保障及び栄養の改善を実現し、持続可能

な農業を促進する（外務省訳）」ことである。

2030年までに飢餓と栄養不良を終わらせるとい

う目標である。世界の食料安全保障に対して、

日本が、ひいては我々自身がどのような貢献を

表８　食料安全保障の４要素

資料：A.Schmitz, P.L.Kennedy, and T.G.Schmitz, eds.〔10〕p.19を基に作成。
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もたらすことができるのか熟慮して行動するこ

とが重要であることは言うまでない。

４．おわりに～わが国農業経営の展望～

　本稿では、昨今のコロナ禍に起因する食料危

機への不安を念頭に置きながら、まず世界の食

料需給の動向について検討した。さらに、それ

を踏まえつつ、食料安全保障の問題を整理した。

食料安全保障の基本は、世界の食料需給には、

気候変動や大規模自然災害をはじめとする不安

定要素（リスク）が存在することをしっかり考

慮することであろう。

　2021年１月、コロナ禍パンデミックを受け、

農林水産省は「緊急事態食料安全保障指針」の

一部を改正し、上記の国内外のリスクに「感染

症の流行」を加えた。緊急時における食料安全

保障の確保とは不測の事態への備えであり、平

時からの食料自給力の維持・増大、適切かつ効

率的な備蓄の運用、そして安定的な輸入の確保

による危機管理であることはいうまでもない。

　なかんずく国内農業生産（食料自給力）の維

持・増大は、繰り返すように、わが国における

食料安全保障の最も基本的な手段であり、国家

的重要課題である。環境性・経済性・社会性の

調和した地域農業の展開、すなわち環境に配慮

した農業経営、経済的持続性のある生産性の高

い農業経営、連続性・経営継承性を基盤とした

家族農業経営など、SDGs に合致した個々に優

位性を持った多様な農業が展開されることによ

り食料安全保障が確保されることが重要であ

る。とりわけ、穀物自給率向上の観点からも水

田農業における飼料用米の生産振興、畜産経営

との連携が今後とも大きな鍵となろう。

注

１）本節は薬師寺・中川〔１〕の第12章を参考に

している。

２）近年、ウクライナおよびロシアの小麦生産が

増加し、主要輸出国に台頭している。

３）中国では、自給政策により年間500万トン前

後だったとうもろこしの輸入が急増し、2020年

度には、日本を抜いて最大のとうもろこし輸入

国となる見込みである。柴田〔２〕を参照。

４）Kohl&Uhl〔３〕p.227を参照。

５）農林水産省〔５〕pp.9-10を参照。

６）農林水産省〔５〕pp.11-13を参照。

７）生源寺〔６〕p.104を参照。

８）本間〔７〕は、食料の安全保障には他の経済

資源であるエネルギーやレアメタルなどに比べ

て、選択肢と組み合わせに自由度があるとし、

食料の海外依存度は政策や経済行動の結果とし

て決まるという重要な指摘を行っている。本間

〔７〕pp.55-56を参照。

９）株田〔８〕pp.86-87を参照。
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